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省 略 ) 


新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 に 係る 建設 業 の 許可 等 の 取扱 い に つ いて (通知 ) 


今般 の 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 及 びそ の まん 延 防止 措 
ほ 新 に OO こ 提 | 














許可 の 更 
事項 審査 の 受 


























置 の 
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京 箸 響 に 


より 、 建設 業 の 























すず する と どき きれ て ゆい の る 双 ( は 経営 


RR OR A と を 鑑み 、 建設 




















の 許可 の 更 
特例 的 に 
れ ま し て は 、 十 分 
くだ さい 。 





1. 建設 業 の 許可 の 』 
建設 業法 (昭和 二 十 

















新 に つ 


許可 の 更 
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置 法 (平成 二 十 
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更新 の 申請 
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MY 








ける 書類 の 提 ! だ [ 





記 




















に 係る 取扱 い に つ いて 

年 法律 第 百 号 。 以 下 「 法 」 と いう 。) 第 3 
当面 の 間 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 (新型 イン フル エン ザ 等 
四 年 法律 第 三 十 一 号 ) 附則 第 一 条 の 二 第 一 


経営 事項 審査 の 受審 に つい て 、 
SHE 
御 了 知 い た だ き 、 そ の 運用 に 当たっ て は 





3 遺漏 な きよ うお 取り 計ら い 


人 条 第 3 項 の 建設 業 の 


項 に 規定 する 新 


型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 を いう 。 以下 同じ 。) 及び その まん 延 防止 の た め の 措 置 の 影 


妹 を 受け た 建 











設 業 者 に つい て 、 許可 の 更 


























新 の 申請 1 






























































に 必要 な 書類 の 一 部 が 不足 し て いる 





















































場合 で あっ て も 、 許 可 の 更新 の 申請 を 受領 する こと と し 、 そ の 上 で 、 申 請書 類 が 揃っ 
た 段階 で 審査 を 行う な どの 柔軟 な 運用 を 行う こと を 認め る こと と する 。 この 場合 に お 
いて 、 申 請 を 受領 する 段階 で 、 不 足す る 書類 の 提出 を 故 約 する 和則 の 書面 の 提出 を 求め 
る こと や 、 一 定 の 期間 を 設け た 上 で その 期間 内 に 追加 の 書類 の 提出 が 行わ れ な い 場 合 
は 、 建設 業 の 許可 の 更新 を 認め な いこ と と する こと を 通知 し て お く な どの 措置 を 併せ 
て 講じ る こと も 可能 で ある 。 





※ 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 及 びそ の まん 延 防止 の た め の 措 置 の 影響 を 受け た 建 
設 業者 と は 、 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 に 感染 し た 者 が ある こと や まん 延 防止 の た 


め に デ 


証券 報告 


























の 影響 を 受け た 者 で ある こと を いう (以下 同じ 。)。 


























2. 変更 


法 第 1 








届 





等 の 提出 期限 に つい て 














1 条 第 2 項 に お いて 、 建 設 業 者 は 、 毎 事業 年 度 経 




















度 の 貸借 対照 表 や 損益 計算 書 等 を 提 | 
で ある が 、 金融 商品 

















取引 法 に お いて 有価 証券 報告 書 の 提 | 



































毅 後 四 
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レ ワ ー ク や 短縮 営業 を 行っ て いる こと 、 株 主 総会 等 の 開催 が 困難 で あり 有価 
を 確定 で き な い こと な ど 、 新型 コロ ナウ イル スス 感染 症 に 関す る な ん ら か 


月 以内 に 、 前 事業 年 
し な けれ ば な ら な いこ と と され て いる と ころ 
定期 間 猫 予 さ きれ て いる 


こと な どの 状況 を 踏ま え 、 当 面 の 間 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 及 びそ の まん 延 防止 


の た め の } 











































































































護 置 の 影響 を 受け た 建設 業者 に つい て 、 法 第 1 1 条 第 2 項 に 規定 する 書類 に 


J 

つい て 、 書 類 の 内 容 を 確定 させ る 手続 き (株 主 総会 の 承認 な ど ) 等 が 終了 し て いな い 
も の を 提出 する こと も 差し 支え な いこ と と する 。 な お 、 こ の 場合 は 、 事 後 的 に 内 容 が 
確定 し た も の を 提出 する よう 指導 する こと と し 、 そ の 言 の 誓 約 書 の 提出 を 求め る こと 
な ども 可能 で ある 。 

3. 経営 事項 審査 に つい て 

(1) 経営 事項 審査 の 受審 の 特例 に つい て 

建設 業法 施行 規則 第 1 8 条 の 2 の 規定 に より 、 法 第 2 7 条 の 2 3 第 1 項 の 建設 業者 


は 、 同 項 の 建設 工事 に つい て 発注 者 と 請負 契約 を 締結 する 日 の 1 年 7 




















月 前 の 日 の 直後 


の 事業 年 度 終了 の 日 以降 に 経営 事項 審査 を 受け て いな けれ ば な ら な いと され て いる 
と ころ 、 新型 コロ ナウ イル ス 成 染 症 及び その まん 延 防 止 の た め の 措 置 の 影響 を 受け た 


建設 業者 に つい て 、 令 和 2 年 5 
成 3 0 年 1 0 




















月 2 9 日 か ら 令 和 3 年 1 











ば 足り る こと と され た (建設 業法 施行 規則 の 一 部 改正 )。 


本 改正 に よる 特例 期間 が 終了 する 令 和 3 年 2 














前 の 日 の 直後 の 事業 年 度 終 了 の 日 以降 1 
こと と な る た め 、 本 特例 に 














を 受審 する 必要 が ある 。 


また 、 令 和 3 年 1 月 3 1 日 まで の 間 で あっ て も 、 直 前 の 事業 年 度 終了 の 日 を 審査 





こ 経 








月 1 日 か ら 





























は 原則 の と お り 、1 年 7 











準 日 と する 経営 事項 審査 を 受審 する こと は 当然 可能 で ある 。 

















月 3 1 日 まで の 間 に 限 り 、 平 
月 2 9 日 の 直後 の 事業 年 度 終了 の 日 以降 に 経営 事項 審査 を 受け て いれ 





月 


E 営 事項 審査 を 受け て いな けれ ば な ら な い 
該当 する 建設 業者 に お いて も 余裕 を も っ っ て 経営 事項 審査 
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※ 上 記 の 措置 を 行う た め 、 建設 業法 施行 規則 の 一 部 を 改正 する 省令 ( 令 和 2 年 国土 交 














通 省令 第 五 十 二 号 ) が 令 和 2 年 5 











で ある 。【 別 紙 1 】 











月 2 9 日 に 公布 され 、 同 日 か ら 施 行 さ れ た と ころ 


(2) 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 等 の 影響 に 対応 する た め の 国 税関 係 法律 の 臨時 特例 





2 























に 関す る 法律 第 3 条 の 規定 に よる 納税 猫 予 の 適用 者 等 に 係る 経営 規模 等 評価 に 

お ける 納税 証明 書 の 取扱 い に つ いて 
国税 庁 次 長 よ り 消 費 税 (地方 消費 税 を 含む 。) の 滞納 を 未然 に 防止 する た め に 、 経営 
事項 審査 に お いて 消費 税 納税 証明 書 を 活用 する よう 協 力 依頼 が か あっ た こと を 受け 、 
「 経 営 事 項 審 査 に お ける 消費 税 納 税 証 明 書 等 の 活用 に つい て (依頼 )」( 平 成 1 2 年 建 
設 省 経 建 発 第 1 2 3 号 ) を 発出 し 、 当 該 証明 書 に お いて 未納 税額 が な いこ と を 確認 し 
また 未納 が ある こと が 判明 し た 場合 に は 、 連 や か に 完納 する よう 指導 する よう 、 依 頼 
し て いた と ころ で ある 。 

他方 、 今般 、 国 税 庁 に お いて は 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 の 影響 に より 一 時 的 に 
納税 が 困難 と な っ て いる 事業 者 に 対し て 、 新型 コロ ナウ イル ス 成 染 症 等 の 影響 に 対応 
する た め の 国 税関 係 法 律 の 臨時 特例 に 関す る 法律 ( 令 和 2 年 法律 第 2 5 号 ) 、 国税 
則 法 (昭和 3 7 年 法律 第 6 6 号 ) 又は 国税 徴収 法 (昭和 3 4 年 法律 第 1 4 7 号 ) に 基 
づく 獲 予 制度 (以下 単に 「 国 税 の 猫 予 制度 」 と いう 。) が 活用 され る よう 周知 を 行っ て 
いる と ころ で あり 、 別 添 2 の と お り 、 国税庁 管理 運営 課長 及び 徴収 課長 より 国土 交通 
省 土地 ・ 建 設 産業 局 建設 業 課長 あて 、 国 税 の 猫 予 制度 の 適用 を 受け た 者 に 対し て する 
国税 の 納付 指導 は 省略 可 で ある 旨 が 示さ れ た こと を 受け 、 国税 の 猫 予 制度 の 適用 を 受 
けた 者 に 対し て は 、 そ の 獲 予 期限 まで 完納 の 指導 を 不要 と する こと と する 。 

な お 、 国 税 の 猫 予 制 度 の 適用 が ある 場合 は 、 納 税 証 明 書 (その 1 ) の 備考 欄 に 猫 予 
中 で ある 則 と その 獲 予 期限 が 付記 され る こと か ら 、 当該 付記 書き を も っ て 国税 の 猫 予 
制度 適用 者 で ある こと を 確認 され た い 。 














































































































































































































































































































































































































以上 
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5 月 29 日 





令 和 2 有 2 ダチ 





O 〇 中 寺 以 器 祥 在 鬼 田 十 山中 














趣 器 新 老 ( 皿 超 11 十 国 十 培 直 光 四 下 ) 無 1 十 KG1I 十 昨 幼 | 民 G 補 但 避 弄 nO 赴 詳 涯 状 所 に 芝 


吉 G | 穫 夫 党 幅 か ® 乱 邊 0 大 SU 鬼 守 0 
年 叱 11 旨 幅 直 中 二 ポ ド 下 
赦 詳 漂 光 思 人 層 哉 G | 需 約 普 円 本 N9 和 年 
































剛士 移 環 表 班 投 共 | 究 











趣 詳 壮 地 選民 吉 ( 塞 震 1| 十 由 映 杉 詳 幼年 惑 十 由 中 ) G | 中 天 所 G パ つい 性 閉門" 
SNMNL HE 普 四 志 蘭 区 め 普 円 窓 蘭 り 表 つ じ 下 NobG 態 雇 舌 1 | 畠 鬼 泉 移 定 つ お 寝 更 富 " 




















直接 暇 雪 直 肖 円 補 還 妨 四条 9 SU 玉 0° 





























ー )JG 電 年 8 記 S 下 会 舞 選 8" 

( 披 本 ロロ か て 人 代入 球 坦 り 突 Ke 映 疾 骨 
臣 地 畑 G 静 地 G 症 束 ) 
Q 司 品 口 で 全 庶 稔 慰 環 (人 民 て へ ト 
全日 へ 牛革 扱 時 間 束 揚 昌 折 (時 管 1 | 十 峡 叶 
送 算 無人 川 十 | 中) 手 喜 弥 | ※GIl 鬼 1 攻 己 
寂 電 必 e 此 一 ロロ か て ささ べ 税 球 指 えろ 
が ) RSP EH LAE IESEL LSE 陣 8S 位 
馳 直 区 紀 観 品 赤 四 に い に" 近 談 紳 観 容 
年 四 慌 時 十 東 11 十 R 還 名 4QE 婁 1 時 KK 下 | 
十 ポ し 6 下り 倒 に 生 kepG り On る し 年 
買上 川 時 | 下 恒 十 | 必 し 証人 多 お 6 時 十 
マ 民 S118 窟 電 S 志 還 己 い 3 に お 8 お" 写 栄 持 

[臣民 8S 列 彰 日 匠 己 い る ピピ P 得 拉 六 押 門 束 
引 多 幸夫 か oS | 細 二 京 所 ST 下 | NS 
SE [ ト 信 1 寺 旨 十 下 1 ドロ | J? 




































































STR お ESR 
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MS 箇 在 お "ESSN 福 世 f° 





事 務 連 絡 
令 和 2 年 5 月 26 日 








国士 交通 省 
土地 ・ 建 設 産業 局 建設 業 課 長 殿 















































国税 庁 管理 運営 課 
徴収 課長 





























経営 事項 審査 に お ける 納税 証明 書 の 取扱 い に つ いて (依頼 ) 






































税務 行政 に つき まし て は 、 平 素 よ り 特 段 の 御 理 解 と 御 協 力 を 賜り 、 厚 く 御 礼 申 し 上 げ ま 
す 。 
国税 庁 に お いて は 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感 独 症 の 影響 に より 一 時 的 に 納税 が 困難 と な っ 
て いる 事業 者 に 対し て 、「 新 型 コ ロナ ウイ ルス 成 染 症 等 の 影響 に 対応 する た め の 国 税関 係 法 
律 の 臨時 特例 に 関す る 法律 」 (以下 「 特 例 猫 予 と いう 。) 、 国 税 通 則 法 (納税 の 猫 予 ) 及び 
国税 徴収 法 (換価 の 猫 予 ) に 基づく 猫 予 制度 が 活用 され る よう 積極 的 な 周知 広報 、 迅 速 か 
つ 柔 軟 な 対応 を 行っ て いる と ころ で す 。 

さて 、 建 設 業 法 に 規定 され て いる 「 経 営 事 項 審 査 」 に際し 、 経 営 状 況 に 関す る 審査 等 の 
一 環 と し て 、「 納 税 証 明 書 (その 1 ) 」 の 提出 を 求め 、 当 該 証明 書 に お いて 未納 税額 が ある 
場合 に は 、 速 や か に 完納 する よう 指導 いた だ いて いる と ころ で す が 、 上 記 の 猫 予 制度 の 適 
用 を 受け た 納税 者 | に 対し て は 、 税 務 署 に お いて 納付 指導 を 了 し て いる こと か ら 、 改 る め て の 
ご 指導 は 省略 し て いた だ いて 差し 支え ご ざい ませ ん 。 

な お 、「 納 税 の 猫 予 許可 通知 書 」 又 は 「 納 税 証 明 書 (その 1)」 に より 、 新 型 コ ロナ ウイ 
ルス 感染 症 の 影響 等 に より 特例 猫 予 に 基づく 猫 予 制度 の 適 ee と が 確認 で き 
ます の で 申し 添え ます 。 

( 注 ) 特例 猫 予 に 基づく 猫 予 制度 が 適用 で き な い 場合 も 、 国 税 通 則 法 に 基づく 納税 の 猫 予 や 国税 徴収 法 

に 基づく 換価 の 猫 予 が 適用 され る 場合 が あり ます の で 、 当 分 の 間 は 、 こ れ ら が 適用 され た 場合 も 上 

記 と 同様 の 取扱 い を し て いた だ きま す よ うお 願い し ます 。 



















































































































































































































































































以上 


【 本 件 に 関す る 連絡 先 】 
所 属 担当 者 国税 庁 徴収 部 管理 運営 課 小林 
電話 : 03 一 3581 一 4161 (内 線 3882) 













































































可 通知 書 


〇 納税 の 猫 巴 
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向 ら OP 古志 林 密 
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内 芝 ウ 了 コ | 測 羽 
回 3 還 E 較 27 wm rlmwwlw smal 


ee イータ 下 弁 屋 溢 較 曜 生 感 1X まる ヤル P お に 太朗 やす. 属す 者 、 了 マモ 


"を 素 1 時 本 
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内 税額 代 借 円 に つい て は 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 等 の 影響 に 対応 する た め の 攻 
税関 係 法律 の 臨時 特例 に 関す る 法律 第 3 条 に より 読み 替え て 適用 する 国税 通則 法 第 46 条 第 1 
項 の 規定 に よる 納税 の 獲 予 中 で す ( 猫 予 期限 : 令 和 る 年 る 月 @ 日) 
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